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○袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 

平成17年４月１日告示第221号 

改正 

平成18年３月９日告示第17号 

平成20年３月31日告示第60号 

平成21年３月31日告示第68号 

平成30年３月30日告示第76号 

令和２年12月28日告示第237号 

令和３年３月30日告示第37号 

令和４年３月30日告示第43号 

袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、土地利用事業の施行に関し、必要な基準を定めてその適正な施行を誘導する

ことにより、施行区域及びその周辺の地域における災害を防止するとともに、良好な自然及び生

活環境の確保並びに個性豊かな美しい景観との調和に努め、もって市の均衡ある発展に資するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 土地利用事業 住宅、店舗、事務所、工場、研修若しくは研究施設、教育施設、医療施設、

福祉施設、体育施設、遊戯施設、保養施設、運動若しくはレジャー施設、廃棄物の処理施設、

駐車場、資材置場、墓園、太陽光発電設備等の建設又は土石の採取等の用に供する目的で行う

一団の土地の区画形質の変更に関する事業をいう。 

(２) 施行区域 土地利用事業を行う土地の区域をいう。 

(３) 事業者 土地利用事業に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自らそ

の工事を施行する者をいう。 

(４) 工事施行者 土地利用事業に関する工事の請負人をいう。 

(５) 公共施設 道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、水路及び消防の用に供する貯水施設

をいう。 

(６) 公益的施設 、交通、購買、行政、集会、保安、文化、通信、サービス及び管理の施設を

いう。 
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（適用の除外） 

第３条 この告示は、次の各号のいずれかに該当する土地利用事業については、適用しない。 

(１) 施行区域の面積が1,000平方メートル（秋田川流域（土地区画整理事業区域、開発許可地等

は除く。）は500平方メートル、川井西地区は800平方メートル）に満たない土地利用事業（た

だし、静岡県産業廃棄物適正処理指導要綱（平成４年静岡県告示第965号）第16条第１項に規定

する事前協議を必要とする最終処分場の設置又は変更をしようとする土地利用事業を除く。） 

(２) 施行区域の面積が1,000平方メートル（秋田川流域（土地区画整理事業区域、開発許可地等

は除く。）は500平方メートル、川井西地区は800平方メートル）に満たない開発済みの土地に

隣接する一団の土地を新たに開発し、施行区域の面積が1,000平方メートル（秋田川流域（土地

区画整理事業区域、開発許可地等は除く。）は500平方メートル、川井西地区は800平方メート

ル）以上となる場合で、既存の土地の開発から３年以上経過し、計画性がないと認められる土

地利用事業 

(３) 土石の採取区域の面積が1,000平方メートル又は土石の採取量が2,000立方メートルに満た

ない土地利用事業 

(４) 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業として

行う土地利用事業 

(５) 平成５年６月１日以前から登記簿地目が宅地で、かつ、現況が宅地の用に供している3,000

平方メートルに満たない土地において行う区画形質の変更を伴わない土地利用事業 

(６) 農業の用に供する建築物又はこれらに類する造成等の目的で行うもので、周辺に災害、環

境等における影響がないと判断される3,000平方メートルに満たない土地において行う土地利

用事業 

(７) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第34条の２の規定により協議が成立した土地利用事業 

(８) 国、都道府県、市等が行う土地利用事業（第８条の２に規定するものを除く。） 

(９) その他市長が公益上必要と認める土地利用事業 

（事業者の協力） 

第４条 事業者は、土地利用事業の施行に当たって、安全で良好な生活環境が適正に確保されるよ

う自ら努めるとともに、県及び市の土地利用計画、総合計画等との整合性を図るほか、県及び市

が実施する土地利用に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、その事業により施行区域周辺に影響を及ぼすおそれのあるものについては、事前に

利害関係者と協議し、解決を図らねばならない。 
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（土地利用事業の計画の基準） 

第５条 事業者は、土地利用事業に関する計画を策定しようとするときは、袋井市土地利用事業に

係る一般基準、個別基準及び技術基準（平成17年袋井市告示第222号。第10条において「基準」と

いう。）及び袋井市が定める関連計画に適合するようにしなければならない。 

（事前協議） 

第６条 1,000平方メートル以上の一団の土地について、事業者が土地利用事業を施行しようとする

ときは、第８条の承認の申請に先立って、当該土地利用事業に関する計画について、あらかじめ

市長に協議しなければならない。ただし、次に掲げる3,000平方メートル未満の一団の土地につい

ては、この限りでない。 

(１) 自己の業務の用に供する目的で行う倉庫、工場、事務所等の土地利用事業 

(２) 共同住宅及び自己の居住の用に供する目的で行う土地利用事業 

(３) 駐車場及び太陽光発電設備等の用に供する目的で行う土地利用事業 

２ 前項の規定にかかわらず、事業者が希望するとき、又は市長が必要と認めるときは、事前協議

を受け、又は事前協議を受けさせることができる。 

３ 前２項の事前協議を受けようとする事業者は、事前協議申出書（様式第１号）を市長に提出し、

土地利用事業事前協議の結果について（様式第２号）により、その結果を受けなければならない。 

４ 事業者は、第１項又は第２項の事前協議に係わる通知のあった日から２年以内に第８条第１項

の承認申請をすることができないときは、経過報告書（様式第３号）を市長に提出しなければな

らない。ただし、3,000平方メートル未満の土地利用事業については、１年以内とする。 

５ 第１項又は第２項の規定により、市長の事前協議を受けた土地利用事業について、当該通知の

日から起算して３年を経過した後、第８条の規定による承認を受けようとする事業者は、新たに

同項の規定による市長の事前協議を受けなければならない。ただし、3,000平方メートル未満の土

地利用事業については、２年とする。 

６ 前項の期間の計算方法は、事前協議にかかわる通知のあった日の翌日から起算し、起算日に応

当する日の属する月の末日をもって満了とする。 

７ 法令の規定に基づく許可、認可等の手続に要した期間又は事業者の責めに帰すことのできない

特別の事情がある場合であって、市長の認める期間については、第４項及び第５項の期間に当該

期間を加算することができる。 

８ 事業者が事前協議を取り下げる場合は、事前協議取下申出書（様式第１号の２）により申し出

るものとする。 
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（環境影響評価等） 

第７条 事業者は、実施しようとする土地利用事業が静岡県環境影響評価条例（平成11年静岡県条

例第36号）第２条第４項の対象事業に該当するときは、同条例に規定する手続を実施しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する場合において、事業者は、同項の手続を実施するほか、前条第１項の事前協議

の際、災害の防止に関する事項その他この告示の目的の達成のために市長が必要と認める事項に

ついて調査しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める土地利用事業については、事業者は、次

条第１項の承認の申請又は前条第１項の事前協議の際、災害の防止及び環境の保全に関する事項

その他この告示の目的の達成のために市長が必要と認める事項について調査しなければならない。 

（承認の申請） 

第８条 土地利用事業を施行しようとする事業者は、法令に基づく許可、認可等の申請又は届出を

する前に、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 事業者は、前項の承認を受けようとするときは、実施計画承認申請書（様式第４号）を市長に

提出し、土地利用事業の実施計画について（承認）（様式第５号）により、その承認を受けなけ

ればならない。 

（公共事業に係る協議） 

第８条の２ 第６条及び第８条の規定にかかわらず、国、都道府県、市等が行う事業のうち、次の

いずれかに該当する土地利用事業を施行しようとするときは、あらかじめ市長と協議しなければ

ならない。 

(１) 都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）第21条第３号、第17号、第18号、第19号、第20

号、第22号及び第23号に規定する建築物の建築の用に供する目的で行う土地利用事業 

(２) 前号に規定する事業の完了後、新たに行う事業で、施行区域面積が1,000平方メートル以上

となる土地利用事業 

（工事完成保証人） 

第９条 土地利用事業を施行しようとする事業者は、前条第１項の市長の承認を受けようとすると

きは、当該事業者が施行しようとする土地利用事業に関する工事のうち市長が必要と認める事業

について、工事の完了を保証する者（以下「工事完成保証人」という。）を立てなければならな

い。 

（承認の基準及び条件） 



5/41 

第10条 市長は、第８条第１項の承認の申請に係る土地利用事業に関する計画が第５条の基準に適

合していると認めるときは、承認するものとする。 

２ 市長は、この告示の施行のため必要があると認めるときは、第８条第１項の承認に条件を付す

ることができる。 

（承認の効力） 

第11条 市長は、事業者が第８条第１項の承認に係る土地利用事業に関する工事の着手をしないま

ま承認の日から２年を経過したときは、その効力を失う。ただし、静岡県土地利用の適正化に関

する指導要綱（昭和49年静岡県告示第1209号）に該当する土地利用事業は、この限りでない。 

２ 前項の期間の計算方法は、第６条第６項及び第７項の規定を準用する。 

（地位の承継） 

第12条 次に掲げる土地利用事業について、事業者となる地位の承継をしようとするときは、譲り

受けようとする者及び譲り渡そうとする者は、あらかじめ地位承継承認申請書（様式第６号）を

市長に提出し、地位の承継の承認について（様式第７号）により、その承認を受けなければなら

ない。ただし、当該事業が都市計画法第29条に基づく許可を受けた事業の場合は、この限りでな

い。 

(１) 第６条第１項又は第２項の事前協議を受けた事業 

(２) 第８条第１項の承認を受けた事業 

(３) 第８条第２項の申請をした事業 

２ 前項各号に掲げる土地利用事業の事業者の相続人その他の一般承継人は、被承継人が有してい

た地位を承継する。 

３ 前項の規定により被承継人が有していた地位を承継した者は、地位承継届（様式第８号）を市

長に提出しなければならない。 

（変更の承認） 

第13条 事業者は、土地利用事業の工事完了前において、施行区域の面積又は工事の設計内容を変

更しようとするときは、変更承認申請書（様式第９号（その１）、（その２））を市長に提出し、

土地利用事業の実施計画変更について（承認）（様式第10号）により、その承認を受けなければ

ならない。ただし、当該事業が都市計画法第29条に基づく許可を受けた事業の場合は、この限り

でない。 

（届出） 

第14条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、速やかに当該各号に定める届出書を
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市長に提出しなければならない。ただし、当該事業が都市計画法第29条に基づく許可を受けた事

業の場合は、この限りでない。 

(１) 氏名若しくは名称、住所又は法人にあっては、その代表者の氏名を変更したとき 名称（氏

名、住所）変更届（様式第11号） 

(２) 工事施行者を変更したとき 工事施行者変更届（様式第12号） 

(３) 建築物の建築を施行しようとする場合等で防災工事が完了したとき 防災工事完了届（様

式第13号） 

(４) 工事に着手しようとするとき、若しくはその工事が完了したとき、又は工事を１月以上中

止しようとするとき、若しくはその工事を再開しようとするとき 工事着手（完了、中止、再

開）届（様式第14号） 

(５) 計画内容に軽微な変更が生じたとき 軽微変更届（様式第15号） 

(６) 事業を廃止しようとするとき、又は工事着手前に取下げをしようとするとき 事業廃止届

（様式第16号） 

（関連公共施設の整備） 

第15条 土地利用事業の施行に関して必要となる公共施設は、原則として事業者の負担においてこ

れを整備しなければならない。 

２ 前項の規定により整備された公共施設は、原則として当該施設を管理するもの（以下「管理者」

という。）に移管するものとし、当該施設の管理及びこれに要する経費の負担については、管理

者と事業者が協議により定めるものとする。 

（損害等の補償） 

第16条 事業者は、当該土地利用事業に起因して与えた損害及び発生する災害については、その補

償の責めを負わなければならない。 

（協定の締結） 

第17条 市長は、この告示に基づく指導を適正に行うため、必要があると認めるときは、次に掲げ

る事項について、事業者との間に協定を締結するものとする。 

(１) 工事の施工方法又は防災工事の施工を確保するための措置 

(２) 自然環境又は生活環境の保全等 

（調査） 

第18条 市長は、事業者又は工事施行者に対し、この告示の施行のため必要な限度において、土地

利用事業に関する土地その他の物件又は工事の状況を調査することについて、協力を求めること
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ができる。 

２ 前項の調査は、次に掲げる場合に行うものとする。 

(１) 第６条第１項の協議の申出、第８条第１項の承認の申請又は第13条の承認の申請があった

とき。 

(２) 防災工事施工中又はその工事が完了したとき。 

(３) 防災工事以外の工事施工中又はその工事が完了したとき。 

(４) その他市長が特に必要と認めるとき。 

（報告、指導等） 

第19条 市長は、事業者又は工事施行者に対し、その施行する土地利用事業に関し、この告示の施

行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な指導若しくは助言を

することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導又は助言をした場合において、必要があると認めるときは、そ

の指導又は助言を受けた者に対し、その指導又は助言に基づいて講じた措置について報告させる

ものとする。 

３ 前項の報告は、是正報告書（様式第17号）によって行うものとする。 

（検査済証） 

第20条 市長は、土地利用事業に関する工事が当該土地利用の内容に適合していると認めたときは、

土地利用事業に関する工事の検査済証（様式第18号）を交付するものとする。 

（予定建築物以外の承認） 

第21条 事業者は、土地利用承認を受けた土地において、当該承認に係る予定建築物以外の建築物

等を建築するときは、あらかじめ予定建築物等以外の建築等の承認申請書（様式第19号）を市長

に提出し、土地利用事業区域内における建築等の承認について（様式第20号）により、その承認

を受けなければならない。ただし、当該事業が都市計画法第29条に基づく許可を受けた事業の場

合又は当該区域内の土地について都市計画法第33条第１項第１号イに規定する用途地域等が定め

られている場合は、この限りでない。 

（改変届） 

第22条 事業者は、土地利用事業承認後、検査を受けた土地において、構造的な改変を生じるとき

は、あらかじめ、改変届（様式第21号）を提出しなければならない。 

（標準処理期間） 

第23条 次の各号に掲げる事務に係る標準処理期間は、当該各号に定めるとおりとする。 
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(１) 第６条第１項又は第２項の事前協議 70日 

(２) 第８条第１項の承認 100日（3,000平方メートル以上で建築物が有る場合、又は10,000平

方メートル以上で建築物が無い場合は140日） 

(３) 第13条の変更の承認 30日 

２ 前項の標準処理期間は、第６条第３項、第８条第２項又は第13条の申請書（以下「申請書」と

いう。）を受け付けた日から起算して、当該申請に係る事務処理の結果に関する文書を発送する

日までの日数とする。ただし、申請書の不備その他の事由により、当該申請書の内容の照会又は

補正に要した日数は、除くものとする。 

３ 市長は、申請書が所定の様式又は内容を具備していない場合には、当該申請書を受け付けた日

の翌日から起算して５日以内にその旨を明らかにして当該申請書を返戻するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成17年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱（平

成５年袋井市告示第26号）又は浅羽町土地利用事業の適正化に関する指導要綱（平成10年浅羽町

告示第34号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりな

された手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成18年３月９日告示第17号） 

この告示は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日告示第60号） 

この告示は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日告示第68号） 

この告示は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日告示第76号） 

この告示は、平成30年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月28日告示第237号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月30日告示第37号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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附 則（令和４年３月30日告示第43号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第１号の２（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 

 



16/41 

様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第12条関係） 
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様式第７号（第12条関係） 
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様式第８号（第12条関係） 
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様式第９号（その１）（第13条関係） 
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様式第９号（その２）（第13条関係） 
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様式第10号（第13条関係） 
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様式第11号（第14条関係） 
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様式第12号（第14条関係） 
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様式第13号（第14条関係） 
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様式第14号（第14条関係） 
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様式第15号（第14条関係） 
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様式第16号（第14条関係） 
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様式第17号（第19条関係） 
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様式第18号（第20条関係） 
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様式第19号（第21条関係） 
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様式第20号（第21条関係） 
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様式第21号（第22条関係） 

 


